
科　目

年 金 給 付
一 時 金 給 付
移 換 金
運 用 報 酬 等
業 務 委 託 費
指定年金数理人費
拠 出 金

計

数理債務増加額
最低責任準備金（継続基準）増加額

計

当年度剰余金
計

総合計

予算額

３４，８７４
１１９，４６５
６５，５６１
１０，４２８
７，９４９
７０３
１４７

２３９，１２７

１１４，１７３
１，１１４

１１５，２８７

０
０

３５４，４１４

●予定損益計算書
費用勘定

自　平成23年4月1日　至　平成24年3月31日　（千円）

科　目

掛 金 収 入
政 府 負 担 金
運 用 収 益

計

数理債務減少額
最低責任準備金（継続基準）減少額

計

当年度不足金
計
総合計

予算額

１０６，０９９
１，５５８
６９，３６１

１７７，０１８

０
０
０

１７７，３９６
１７７，３９６
３５４，４１４

収益勘定
科　目

現金・預貯金
未 収 掛 金
未収政府負担金
信 託 資 産
保 険 資 産

計

計

繰 越 不 足 金
当年度不足金

計
総合計

予算額

８，８４１
８，８４２
２６０

８６９，６１９
３，８４６，１９９
４，７３３，７６１

１９１，８１５
１７７，３９６

３６９，２１１
５，１０２，９７２

●予定貸借対照表
資産勘定

平成24年3月31日現在　 （千円）

科　目

未払運用報酬等
未 払 給 付 費
未 払 移 換 金

計

数 理 債 務
最低責任準備金（継続基準）

計

当年度剰余金

計
総合計

予算額

１，９３９
１５，７６８
２１，８５４

３９，５６１

２，０３３，９８５
３，０２９，４２６
５，０６３，４１１

０

０
５，１０２，９７２

負債勘定

科　目
事 務 費
雑 支 出
当年度剰余金

計

予算額
９，７４８
２７１
１，７３４
１１，７５３

●予定損益計算書
費用勘定

自　平成23年4月1日　至　平成24年3月31日　（千円）

科　目
掛 金 収 入
雑 収 入

計

予算額
１１，７２３

３０

１１，７５３

収益勘定
科　目

現金・預貯金
未収事務費掛金

計

予算額
７３，３１５
９７７

７４，２９２

資産勘定
科　目

繰 越 剰 余 金
当年度剰余金

計

予算額
７２，５５８
１，７３４

７４，２９２

負債勘定
●予定貸借対照表 平成24年3月31日現在　 （千円）

●加入員に関する事項
　基本部分　2,171人（男性355人、女性1,816人）
　加算部分　1,501人（男性337人、女性1,164人）
●平均給与に関する事項
　基本部分　246,578円
　　　　　　（男性372,608円、女性221,942円）
　加算部分　151,038円
　　　　　　（男性243,264円、女性124,338円）
　総標準賞与額　1,747,968千円

●年金及び一時金給付に関する事項
　年金　　　　　84人　　34,874千円
　脱退一時金　107人　　37,564千円
　選択一時金　　42人　　81,901千円
●中途脱退者に関する事項
　中途脱退者移換金　350人　65,561千円

平
成
23
年
度
厚
生
年
金
基
金
の
予
算
に
つ
い
て

業務経理

年金経理

●予定利率　　　　　　5.5％
●時価ベース利回り　1.47％
●基本標準掛金率　　　0.0％
●加算標準掛金率　　　3.9％

1.経常収支

2.数理的評価の変動

3.基本金

1.純資産

2.負債の数理的評価

3.基本金

予算基礎数値

1
．
平
成
22
年
度
決
算
見
込
み
、
平
成
23

年
度
事
業
計
画
及
び
予
算
（
年
金
経

理
、
業
務
経
理
）
に
つ
い
て

平
成
22
年
度
の
年
金
経
理
の
決
算
見
込

み
に
つ
い
て
は
、
将
来
分
の
返
上
が
2
月

1
日
付
け
で
認
可
さ
れ
ま
し
た
の
で
、
掛

金
の
基
本
部
分
の
2
月
、
3
月
分
は
国
へ

の
納
付
と
な
る
為
、
収
入
総
額
は
3
億

1
9
百
万
円
、
支
出
総
額
は
4
億
1
2
百

万
円
と
な
り
ま
す
。
又
、
年
度
末
の
資
産

は
47
億
9
5
百
万
円
（
未
払
金
3
9
百
万

円
含
む
）、数
理
債
務
19
億
2
0
百
万
円
、

最
低
責
任
準
備
金
は
30
億
2
8
百
万
円
と

な
り
ま
す
。
運
用
収
益
に
つ
い
て
は
、
年

初
運
用
見
込
み
は
4
・
6
9
％
で
2
億

2
0
百
万
円
と
な
る
計
画
で
ス
タ
ー
ト
し

ま
し
た
が
、
期
中
で
は
ギ
リ
シ
ャ
問
題
等

で
国
内
株
の
低
下
や
円
高
に
向
か
い
ま
し

た
。
又
、
日
本
生
命
の
特
別
勘
定
を
11
月

29
日
、
第
一
生
命
の
特
別
勘
定
を
11
月
24

日
に
一
般
勘
定
に
移
行
い
た
し
ま
し
た
の

で
結
果
と
し
て
、
日
本
生
命
の
年
度
末
の

読
み
▲
3
・
9
1
％
、
第
一
生
命
▲
4
・

1
9
％
、
三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
の
読
み
0
・

4
％
、
全
体
と
し
て
は
▲
3
・
2
5
％
で

▲
1
億
5
5
百
万
円
の
運
用
損
失
と
な
り

ま
す
。

平
成
23
年
度
予
算
に
つ
い
て
は
、
掛
金

の
基
本
部
分
が
移
行
し
た
の
で
、
当
基
金

で
の
収
入
は
加
算
部
分
と
運
用
収
益
と
に

な
り
ま
す
の
で
、
収
入
総
額
1
億
7
7
百

万
円
、
支
出
総
額
は
2
億
3
9
百
万
円
と

な
り
ま
す
。
又
、
年
度
末
の
資
産
は
47
億

3
4
百
万
円
（
未
払
金
4
0
百
万
円
含

む
）、数
理
債
務
は
20
億
3
4
百
万
円
、
最

低
責
任
準
備
金
は
30
億
2
9
百
万
円
と
な

り
ま
す
。
基
金
の
代
行
部
分
の
返
上
認
可

申
請
に
伴
い
確
定
給
付
企
業
年
金
に
移
行

す
る
の
で
運
用
に
関
し
ま
し
て
は
、
日
本

生
命
、
第
一
生
命
は
一
般
勘
定
の
み
0
・

7
5
％
で
運
用
し
、
三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
に

関
し
ま
し
て
は
国
庫
返
還
（
過
去
分
代
行

額
の
返
還
）
ま
で
の
期
間
は
年
度
目
標
の

4
・
8
％
で
運
用
し
、
6
9
百
万
円
の
運

用
収
益
に
な
り
ま
す
。

業
務
経
理
の
決
算
見
込
み
に
つ
い
て
は
、

収
入
総
額
は
1
1
、
4
8
5
千
円
、
支
出

総
額
は
9
、
2
6
7
千
円
、
2
、
2
1
8

千
円
の
当
年
度
剰
余
金
と
な
り
年
度
末
の

繰
越
剰
余
金
は
7
2
、
5
5
8
千
円
と
な

り
ま
す
。

平
成
23
年
度
の
予
算
に
つ
い
て
は
、
収

入
総
額
1
1
、
7
5
3
千
円
、
支
出
総
額

1
0
、
0
1
9
千
円
と
な
り
、
1
、

7
3
4
千
円
の
当
年
度
剰
余
金
と
な
り
ま

す
。
そ
の
結
果
、
年
度
末
の
繰
越
剰
余
金

は
7
4
、
2
9
2
千
円
と
な
り
ま
す
。

2
．
そ
の
他
報
告

代
行
返
上
に
つ
い
て

代
行
部
分
の
返
上
申
請
の
進
捗
に
つ
い

て
、
昨
年
11
月
9
日
に
申
請
し
て
お
り
ま

し
た
、
代
行
部
分
の
将
来
分
返
上
申
請
の

結
果
が
2
月
1
日
付
け
で
認
可
さ
れ
ま
し

た
の
で
、
ご
報
告
さ
せ
て
頂
き
ま
す
。
改

め
ま
し
て
皆
様
方
の
ご
協
力
に
感
謝
申
し

上
げ
ま
す
。

先
日
、
2
月
7
日
に
は
企
業
年
金
連
合

会
よ
り
返
上
後
の
事
務
手
続
き
等
の
説
明

を
受
け
ま
し
た
。
今
後
の
予
定
と
致
し
ま

し
て
、
2
月
分
の
掛
金
よ
り
基
金
経
由
の

支
払
い
で
は
な
く
、
各
事
業
所
よ
り
直
接

厚
生
年
金
の
支
払
い
を
し
て
頂
く
事
に
な

り
ま
す
。
次
に
過
去
分
の
返
上
の
為
に
国

の
記
録
と
当
基
金
の
記
録
を
突
き
合
せ
、

国
庫
返
還
金
の
額
の
計
算
作
業
に
入
っ
て

行
き
ま
す
。
そ
の
間
に
次
の
確
定
給
付
企

業
年
金
で
の
年
金
受
給
の
場
合
の
利
率

2
・
0
0
％
、
15
年
確
定
へ
の
変
更
等
に

関
す
る
了
承
の
同
意
署
名
を
、
各
事
業
所

の
皆
さ
ん
に
頂
く
予
定
で
す
。
過
去
分
の

返
上
認
可
が
お
り
ま
す
と
、
現
加
入
員
、

受
給
者
、
待
期
脱
退
者
の
方
々
へ
の
付
加

部
分
の
精
算
等
を
し
て
行
く
予
定
で
す
。

再
度
、
皆
様
方
の
ご
協
力
を
お
願
い
す

る
事
に
な
る
と
思
い
ま
す
の
で
、
宜
し
く

お
願
い
致
し
ま
す
。

委託先

日本生命（特別勘定）

第一生命（特別勘定）

日本生命（一般勘定）

第一生命（一般勘定）

三 菱 ＵＦＪ 信 託

計

期末資産

0

0

2,182,126,537

1,745,669,806

849,507,033

4,777,303,376

シェア

0

0

45.7

36.6

17.7

100.0

総合収益

－92,280,853

－78,685,396

6,829,810

5,463,607

3,301,751

－155,371,081

修正総合利回り

－5.25

－4.44

0.75

0.75

0.40

－3.25

委託先別運用予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日）

日経平均株価

新発10年国債

ＮＹダウ

米国10年債

円/ドル

運用結果

市場指標と運用

平成18年度

17,288

1.65

12,354

4.65

118.07

239,502,864

平成19年度

12,526

1.28

12,263

3.43

99.53

－662,224,289

平成20年度

8,109

1.35

7,608

2.67

98.77

－948,973,639

平成21年度

11,089

1.39

10,856

3.84

93.44

655,066,243

平成22年度予想

11,000

1.20

11,600

3.20

86.00

－155,371,081

平成23年度予想

11,500

1.40

12,100

3.50

89.00

69,360,803

（補足）純資産とは現在積み立てられている年金資産のこと。そして、数理債務とはプラスアルファ部分の債務、最低責任
準備金とは代行部分の債務であり、合計の給付債務は将来支給する年金のために準備しておかなければならない資産額の
ことです。


